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概 要

近年，日本の産業構造の変化により，農業就業人口は 2005 年時点で 335 万人と 1965 年に比べ

71%減少し，耕地面積は 469 万ヘクタールと 22%減少している。それに伴い耕作放棄地面積は 38.6

万ヘクタールと 194% も増加している。食料自給率でみると，長期的に低下傾向にあり，1965 年度

の 73%水準から 2011 年度には 39%となっている。

これは主要先進国中で最も低い水準となっており，国際的な食糧事情がいっそう不安定化するこ

とが予想される中，食糧自給率の向上を図ることが必要と考えられる。また日本は諸外国と違い国

土の 7 割を山林(傾斜地) が占め，残りの平地を宅地，工業用地，農地として利用しなければなら

ない。2000 年から 2010 年までの 10 年間における農業地域類型別の人口の推移をみると，都市的地

域は 3%上昇しているが，平地農業地域は 4%，中間農業地域は 8%，山間農業地域は 15% と低下

しており地域の過疎化が進んでいる。さらに 2010 年における年齢別の人口構成をみると，山間農

業地域における 65 歳以上の人口割合高齢化率は 35% と高く高齢化も進んでいる。食糧事情及び地

域の過疎化，高齢化の点から，耕作放棄地を解消し，新しい農地の確保及び有効利用を進めていく

ことがその対策の 1つとなる。

一方で今日，農業分野に注目が集まっており，企業の農業への進出が進み，2012 年で新たに

1,071 法人が参入してきた。その中で植物工場という新しい農業形態が現れてきた。植物工場とは，

施設内で植物の生育に必要な環境を，LED照明や空調，養液供給等により人工的に制御し，季節を

問わず連続的に生産できるシステムである。植物工場は，1 年中安定的に生産可能，栄養素の含有

量を高めることが可能，耕作放棄地はもちろん，工業団地や商店街の空き店舗等の農地以外でも設

置可能，無農薬栽培が可能といった魅力がある。全国に設置されている植物工場は，2009 年は約

50 ケ所であったが 2012 年には約 130 ケ所まで増加した。これは企業の植物工場への参入が進んだ

ところが大きく，その要因としては，2009 年の農地法改正により，一般法人の貸借での参入規制の

緩和，農業生産法人の要件の緩和等が実施されたこと，また農林水産省，経済産業省が補助金を出

して植物工場の普及，拡大を促したことがあげられる。このように企業が農業進出することで，企

業が持つ経営や商品開発のノウハウを農業に持ち込み既存農家と一体となることで，より生産性を

高め，消費者ニーズに合致した付加価値の高い作物を作ることも可能になる。

植物工場を過疎化が進んでいる地域に導入することで，雇用の確保，地域の活性化を促し食料自

給率を向上させることができる。

植物工場の進出とそれに伴う地域の活性化が進むことにより，地域においても今まで以上のエネ

ルギーが必要とされるようになるが，環境保全の観点からも自然エネルギーであることが必須であ

る。これらの活動を進めるにあたっての課題とその方策について議論する。

新・未来プロジェクトⅢ/要旨98




